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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　任務目的地において所定の任務を行う移動体の動作を制御する移動体の動作制御装置で
あって、
　少なくとも前記任務目的地を含む地図情報を記憶した記憶手段と、
　前記移動体の外囲状況に関する外囲情報を取得する情報取得手段と、
　前記記憶手段に記憶された前記地図情報を複数のセルに分割するセル分割手段と、
　前記情報取得手段により取得された前記外囲情報に基づいて、前記地図情報の複数のセ
ルそれぞれにおける任務阻害度合いに関する評価値を算出する算出手段と、
　前記算出手段により算出された前記評価値に基づいて、前記任務目的地を含むセルの評
価値が所定の閾値よりも高いか否かを判定する判定手段と、
　前記判定手段により、前記任務目的地を含むセルの評価値が前記閾値よりも高いと判定
された場合に、前記任務目的地を、評価値が前記閾値以下であって且つ最小となるセル内
の地点に変更する目的地変更手段と、
を備えることを特徴とする移動体の動作制御装置。
【請求項２】
　前記情報取得手段は、互いに回避優先度が異なる複数種類の外囲情報を取得し、
　前記算出手段は、前記複数のセルそれぞれについて、前記回避優先度に基づいて前記複
数種類の外囲情報を統合して一の前記評価値を算出することを特徴とする請求項１に記載
の移動体の動作制御装置。
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【請求項３】
　前記情報取得手段が取得する前記外囲情報は、将来の予測情報を含み、
　前記算出手段は、前記複数のセルそれぞれについて、現在から所定の将来時刻までの各
時刻における前記評価値を算出し、
　前記目的地変更手段は、前記各時刻において評価値が前記閾値以下であって且つ最小と
なるセルを探索し、当該セル内の地点に前記任務目的地を変更することを特徴とする請求
項１または２に記載の移動体の動作制御装置。
【請求項４】
　現在地から前記目的地変更手段により変更された新たな任務目的地までの移動経路を、
当該移動経路上で通過するセルの評価値が前記閾値以下となるように探索する経路探索手
段を備えることを特徴とする請求項１～３のいずれか一項に記載の移動体の動作制御装置
。
【請求項５】
　前記移動体が、無人航空機であることを特徴とする請求項１～４のいずれか一項に記載
の移動体の動作制御装置。
【請求項６】
　任務目的地において所定の任務を行う移動体の動作を制御する移動体の動作制御方法で
あって、
　少なくとも前記任務目的地を含む地図情報を記憶した記憶手段を備える動作制御装置が
、
　前記移動体の外囲状況に関する外囲情報を取得する情報取得工程と、
　前記記憶手段に記憶された前記地図情報を複数のセルに分割するセル分割工程と、
　前記情報取得工程で取得された前記外囲情報に基づいて、前記地図情報の複数のセルそ
れぞれにおける任務阻害度合いに関する評価値を算出する算出工程と、
　前記算出工程で算出された前記評価値に基づいて、前記任務目的地を含むセルの評価値
が所定の閾値よりも高いか否かを判定する判定工程と、
　前記判定工程において、前記任務目的地を含むセルの評価値が前記閾値よりも高いと判
定された場合に、前記任務目的地を、評価値が前記閾値以下であって且つ最小となるセル
内の地点に変更する目的地変更工程と、
を実行することを特徴とする移動体の動作制御方法。
【請求項７】
　任務目的地において所定の任務を行う移動体の動作を制御する移動体の動作制御プログ
ラムであって、
　動作制御装置を、
　少なくとも前記任務目的地を含む地図情報を記憶した記憶手段、
　前記移動体の外囲状況に関する外囲情報を取得する情報取得手段、
　前記記憶手段に記憶された前記地図情報を複数のセルに分割するセル分割手段、
　前記情報取得手段により取得された前記外囲情報に基づいて、前記地図情報の複数のセ
ルそれぞれにおける任務阻害度合いに関する評価値を算出する算出手段、
　前記算出手段により算出された前記評価値に基づいて、前記任務目的地を含むセルの評
価値が所定の閾値よりも高いか否かを判定する判定手段、
　前記判定手段により、前記任務目的地を含むセルの評価値が前記閾値よりも高いと判定
された場合に、前記任務目的地を、評価値が前記閾値以下であって且つ最小となるセル内
の地点に変更する目的地変更手段、
として機能させることを特徴とする移動体の動作制御プログラム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、任務目的地において複数の任務阻害要因を回避しつつ任務を行う無人航空機
などの移動体の動作制御に有用な技術である。
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【背景技術】
【０００２】
　無人航空機の用途として、長時間に亘る監視飛行をさせる場合がある。このような監視
飛行では、無人航空機は所定の任務地点において定点飛行することになるが、長時間に亘
る任務であると、例えば風況の変化や他機の接近などの様々な環境変化によって任務が阻
害されるおそれが高くなる。
【０００３】
　そこで、例えば特許文献１に記載の技術では、機上センサーや航空管制システムから他
機や気象等に関する情報を取得し、これらの情報から競合の可能性を算出して、航空機の
飛行経路を修正している。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２０１２－１３１４８４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかしながら、上記特許文献１に記載の技術は、飛行の阻害要因を回避するために飛行
経路を修正するものであり、所定の任務地点において定点飛行を行う移動体の制御には、
そもそも適用しえない。
【０００６】
　本発明は、上記課題を解決するためになされたもので、任務目的地で所定の任務を行う
移動体において、様々な任務阻害要因を好適に回避させることを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　上記目的を達成するために、請求項１に記載の発明は、任務目的地において所定の任務
を行う移動体の動作を制御する移動体の動作制御装置であって、
　少なくとも前記任務目的地を含む地図情報を記憶した記憶手段と、
　前記移動体の外囲状況に関する外囲情報を取得する情報取得手段と、
　前記記憶手段に記憶された前記地図情報を複数のセルに分割するセル分割手段と、
　前記情報取得手段により取得された前記外囲情報に基づいて、前記地図情報の複数のセ
ルそれぞれにおける任務阻害度合いに関する評価値を算出する算出手段と、
　前記算出手段により算出された前記評価値に基づいて、前記任務目的地を含むセルの評
価値が所定の閾値よりも高いか否かを判定する判定手段と、
　前記判定手段により、前記任務目的地を含むセルの評価値が前記閾値よりも高いと判定
された場合に、前記任務目的地を、評価値が前記閾値以下であって且つ最小となるセル内
の地点に変更する目的地変更手段と、
を備えることを特徴とする。
【０００８】
　請求項２に記載の発明は、請求項１に記載の移動体の動作制御装置において、
　前記情報取得手段は、互いに回避優先度が異なる複数種類の外囲情報を取得し、
　前記算出手段は、前記複数のセルそれぞれについて、前記回避優先度に基づいて前記複
数種類の外囲情報を統合して一の前記評価値を算出することを特徴とする。
【０００９】
　請求項３に記載の発明は、請求項１または２に記載の移動体の動作制御装置において、
　前記情報取得手段が取得する前記外囲情報は、将来の予測情報を含み、
　前記算出手段は、前記複数のセルそれぞれについて、現在から所定の将来時刻までの各
時刻における前記評価値を算出し、
　前記目的地変更手段は、前記各時刻において評価値が前記閾値以下であって且つ最小と
なるセルを探索し、当該セル内の地点に前記任務目的地を変更することを特徴とする。
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【００１０】
　請求項４に記載の発明は、請求項１～３のいずれか一項に記載の移動体の動作制御装置
において、
　現在地から前記目的地変更手段により変更された新たな任務目的地までの移動経路を、
当該移動経路上で通過するセルの評価値が前記閾値以下となるように探索する経路探索手
段を備えることを特徴とする。
【００１１】
　請求項５に記載の発明は、請求項１～４のいずれか一項に記載の移動体の動作制御装置
において、
　前記移動体が、無人航空機であることを特徴とする。
【００１２】
　請求項６及び請求項７に記載の発明は、請求項１に記載の移動体の動作制御装置と同様
の特徴を具備する移動体の動作制御方法及び移動体の動作制御プログラムである。
【発明の効果】
【００１３】
　請求項１，６，７に記載の発明によれば、移動体（例えば無人航空機）の外囲状況に関
する外囲情報が取得され、この外囲情報に基づいて、地図情報上の各セルにおける任務阻
害度合いに関する評価値が算出される。そして、移動体の任務目的地を含むセルの評価値
が所定の閾値よりも高い場合に、評価値が閾値以下であって且つ最小となるセル内の地点
に、任務目的地が変更される。
　これにより、様々な任務阻害要因に関する情報が外囲情報として取得されて、この外囲
情報に基づく評価値によって任務目的地の任務阻害度合いが評価される。そして、この任
務目的地の任務阻害度合いが高い場合に、より安全な（阻害されにくい）新たな地点に任
務目的地が変更される。
　したがって、任務目的地で所定の任務を行う移動体において、様々な任務阻害要因を好
適に回避させることができる。
【００１４】
　請求項２に記載の発明によれば、複数種類の外囲情報がそれぞれの回避優先度に基づい
て統合されて各セルに一つの評価値が算出されるので、様々な任務阻害要因について回避
優先度を設定しておくことで、各任務阻害要因の回避優先度を任務目的地の変更に好適に
反映させることができる。
【００１５】
　請求項３に記載の発明によれば、現在から所定の将来時刻までの各時刻における評価値
が算出されて、当該各時刻において評価値が閾値以下であって且つ最小となるセル内の地
点に任務目的地が変更されるので、任務継続性を最大化することができる。
【００１６】
　請求項４に記載の発明によれば、現在地から新たな任務目的地までの移動経路が、当該
移動経路上で通過するセルの評価値が閾値以下となるように探索されるので、新たな任務
目的地までの移動経路上においても、様々な任務阻害要因を好適に回避させることができ
る。
【図面の簡単な説明】
【００１７】
【図１】実施形態における無人航空機の概略構成を示すブロック図である。
【図２】飛行制御処理の流れを示すフローチャートである。
【図３】飛行制御処理を説明するための図である。
【図４】飛行制御処理を説明するための図である。
【図５】飛行制御処理を説明するための図である。
【図６】飛行制御処理を説明するための図である。
【発明を実施するための形態】
【００１８】
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　以下、本発明に係る移動体の動作制御装置を、無人航空機１を飛行制御する飛行制御装
置１０に適用した場合の実施形態について、図面を参照して説明する。
【００１９】
［飛行制御装置の構成］
　まず、本実施形態における飛行制御装置１０の構成について、図１を参照して説明する
。
　図１は、飛行制御装置１０が搭載された無人航空機１の概略構成を示すブロック図であ
る。
【００２０】
　飛行制御装置１０は、無人航空機１の飛行制御を行うものであり、本実施形態では当該
無人航空機１に搭載されている。無人航空機１は、本実施形態においては、任務目的地で
滞空しつつ所定の監視対象を長時間に亘って監視する任務を行うものである。
　具体的に、飛行制御装置１０は、図１に示すように、機体センサー１１と、通信部１２
と、記憶部１３と、制御部１４とを備えて構成されている。
【００２１】
　機体センサー１１は、無人航空機１の飛行状態を検出したり、機体の外囲状況に関する
情報（以下、「外囲情報」という）を取得したりするための各種のセンサーであり、レー
ダー，映像センサー（カメラ），ジャイロセンサー，速度センサー，ＧＰＳ（Global Pos
itioning System）、ＴＣＡＳ（Traffic alert and Collision Avoidance System：空中
衝突防止装置）等を含んで構成されている。これらの機体センサー１１は、制御部１４か
らの制御指令に基づいて各種情報を取得し、その信号を制御部１４へ出力する。
【００２２】
　通信部１２は、地上（海上及び空中を含む）の管制設備や他の航空機との間で通信を行
い、互いに各種信号を送受信可能であるほか、通信ネットワークに接続して各種情報を入
手可能なものである。
　また、通信部１２は、識別子、現在位置、高度、対気速度等の各種情報を含んだＡＤＳ
－Ｂ（Automatic Dependent Surveillance-Broadcast：放送型自動従属監視）信号を送受
信するようになっている。
【００２３】
　記憶部１３は、無人航空機１の各種機能を実現するためのプログラムやデータを記憶す
るとともに、作業領域としても機能するメモリである。本実施形態においては、記憶部１
３は、飛行制御プログラム１３０を記憶している。
　飛行制御プログラム１３０は、後述の飛行制御処理（図２参照）を制御部１４に実行さ
せるためのプログラムである。
【００２４】
　また、記憶部１３には、後述の飛行制御処理に必要な情報として、地図データ１３１と
、評価関数１３２とが記憶されている。
　地図データ１３１は、山や河川などの地形情報に加え、道路や鉄道，建造物などの土地
の利用状態に関する情報も含めた総合的な地理情報を有する三次元のものであり、記憶部
１３には、少なくとも無人航空機１の任務目的地を含む所定範囲のものが記憶されている
。
【００２５】
　評価関数１３２は、後述するように、任務阻害度合いに関する評価値を算出するための
ものであり、本実施形態においては、風況、他機、制限空域の３つの任務阻害要因それぞ
れに関するものが記憶部１３に記憶されている。
【００２６】
　制御部１４は、無人航空機１の各部を中央制御する。具体的に、制御部１４は、エンジ
ンや舵面駆動用のアクチュエータ等からなる飛行機構１５を駆動制御して無人航空機１の
飛行を制御したり、記憶部１３に記憶されているプログラムを展開し、展開されたプログ
ラムと協働して各種処理を実行したりする。
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【００２７】
［飛行制御装置の動作］
　続いて、飛行制御処理を実行する際の飛行制御装置１０の動作について、図２を参照し
て説明する。
　図２は、飛行制御処理の流れを示すフローチャートであり、図３～図６は、飛行制御処
理を説明するための図である。
【００２８】
　飛行制御処理は、任務目的地の任務阻害度合いを評価し、必要に応じて任務目的地の変
更等を行う処理であり、本実施形態においては飛行中に随時実行される処理である。この
飛行制御処理は、地上設備からの制御指令等により当該飛行制御処理の実行指示が入力さ
れたときに、制御部１４が記憶部１３から飛行制御プログラム１３０を読み出して展開す
ることで実行される。
　なお、ここでは、無人航空機１が、現時点での任務目的地において、所定の飛行パター
ン（本実施形態では８の字状）で滞空しつつ監視対象を監視中であるものとする。
【００２９】
　図２に示すように、飛行制御処理が実行されると、まず制御部１４は、自機（無人航空
機１）の外囲情報を取得する（ステップＳ１）。
　このステップＳ１では、制御部１４は、任務を阻害し得る任務阻害要因に関する外囲情
報として、自機の位置情報や他機の位置情報等を機体センサー１１や通信部１２により取
得するとともに、天候・気象情報等を通信部１２により取得し、これらを記憶部１３に記
憶させる。
　本実施形態においては、制御部１４は、気象台等から得られる数値気象予報やＳＩＧＭ
ＥＴ（significant meteorological information：悪天情報）から風況（風速及び風向）
情報を取得し、ＡＤＳ－Ｂ信号から他機の情報を取得し、ＮＯＴＡＭ（航空官署等から得
られる航空関係の各種情報）等から制限空域の情報を取得する。このうち、風況情報及び
他機の情報については、それぞれ所定時間間隔かつ所定時間後までの予測情報が得られる
。
【００３０】
　本実施形態における３つの任務阻害要因（風況、他機、制限空域）は、以下の理由から
回避を検討する必要がある。
　風況は、無人航空機１が監視任務を継続できる姿勢（つまり、監視対象を映像センサー
の視野角内に収められる姿勢）を保とうとした場合に、その飛行位置の保持を妨げる可能
性がある。
　他機は、無人航空機１が衝突回避機動を実施した場合に、監視任務を継続できる姿勢の
維持を妨げる可能性がある。
　制限空域は、無人航空機１が進入した場合に、障害物との衝突回避のための姿勢変更を
無人航空機１に強いたり、障害物による視野制限を生じさせたりする可能性がある。
【００３１】
　次に、制御部１４は、三次元の地図データ１３１を記憶部１３から読み出して、当該地
図データ１３１を格子状（例えば、各辺が経線，緯線及び鉛直線に沿った立方格子状）の
複数のセルに分割する（ステップＳ２）。
【００３２】
　次に、制御部１４は、ステップＳ１で取得した外囲情報に基づいて、任務阻害度合いに
関する評価値を地図データ１３１上の各セルについて算出する（ステップＳ３）。
　ここで、「任務阻害度合いに関する評価値」とは、監視任務が阻害される可能性の大き
さを示すものであり、値が高いほど任務が阻害されやすいことを意味する。
　本実施形態においては、風況、他機、制限空域の３つの任務阻害要因それぞれについて
、記憶部１３に記憶された評価関数１３２を用い、現在から所定の将来時刻までの各時刻
での評価値が算出される。
　また、３つの任務阻害要因には、制限空域、風況、他機の順に高い回避優先度が設定さ
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れており、この回避優先度に基づいて、相互に対比可能な評価値がそれぞれに割り当てら
れる。但し、制限空域については、その設定理由によっては、低い回避優先度が設定され
る場合もある。
【００３３】
　風況に関する評価値は、その風況（風速及び風向）下において、無人航空機１が飛行位
置を保持するために採る飛行パターンの調整方法（旋回半径、交差角、傾斜角の調整）に
基づいて設定される。具体的には、例えば図３（ａ）に示すように、無人航空機１回りの
エリアに応じた評価値が設定される。
　他機に関する評価値は、他機から離隔しているほど低い値となるように設定される。具
体的には、例えば図３（ｂ）に示すように、ＴＣＡＳやＡＤＳ－Ｂ信号での検知範囲に応
じた評価値が設定される。
　制限空域に関する評価値は、制限空域内では境界から離隔しているほど低い値となるよ
うに設定され、制限空域外では所定の任意値に設定される。具体的には、例えば図３（ｃ
）に示すように、ＡＤＩＺ（Air Defense Identification Zone：防空識別圏）に対し、
その境界近傍の圏内では当該境界からの距離に応じた評価値が設定され、当該境界から一
定程度離隔したエリアでは一定の評価値が設定される。
【００３４】
　次に、制御部１４は、ステップＳ３で算出された評価値を地図データ１３１上に表わし
た評価マップＭ（図４参照）を作成する（ステップＳ４）。
　具体的に、制御部１４は、各セルにおける３つの任務阻害要因それぞれに関する評価値
を足し合わせて当該セルに割り当てることにより、評価マップＭを作成する。制御部１４
は、この作業を各時刻での評価値に対して実行することにより、現在から所定の将来時刻
までの各時刻における評価マップＭが作成される。
　なお、３つの阻害要因に関する評価値は、上述したように、予め設定された回避優先度
に基づいて相互に対比可能な値となっているため、これらを単純に足し合わせるだけで、
回避優先度に基づいて適切に統合された評価値が得られる。但し、この評価値の合算は、
適宜重み付けしてもよい。
【００３５】
　このステップＳ４では、例えば図４に示すような評価マップＭが作成される。この図で
は、色が濃い（黒に近い）ほど評価値が高いものとして、評価値の高低を色（白黒）の濃
淡で示している。
　この図に示すように、評価マップＭでは、風況の影響を受ける空域ＡＷや、制限空域Ａ
Ｒ（図中の監視対象Ｔ回りの二重の楕円線の内外周両側の領域）及び他機ＰＯの存在が、
評価値に反映されていることが分かる。
【００３６】
　次に、制御部１４は、図２に示すように、ステップＳ４で作成した評価マップＭに基づ
いて、現在の任務目的地を含むセル（以下、「目的地セル」という）の評価値が所定の閾
値よりも高いか否かを判定する（ステップＳ５）。つまり、このステップＳ５では、現在
の任務目的地での監視任務の継続が困難であるか否かが判定される。
　閾値は、３つの任務阻害要因それぞれについて設定されている。風況についての閾値は
、飛行パターンの調整では飛行位置の保持が困難な風速及び風向に対応するものとなって
いる。他機についての閾値は、ＡＤＳ－Ｂ信号での検知可否境界に対応するものとなって
いる。制限空域についての閾値は、任意に設定されている。
　目的地セルの評価値と比較する閾値は、これら３つの任務阻害要因についての閾値を、
適宜重み付けするなどして合算されたものとなっている。
　なお、以下の説明では、単に「閾値」と記載した場合、特に断りのない限り、この合算
された閾値を意味するものとする。
【００３７】
　ステップＳ５において、目的地セルの評価値が閾値よりも低いと判定した場合（ステッ
プＳ５；Ｎｏ）、制御部１４は、上述のステップＳ１へ処理を移行する。つまり、この場
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合には、現在の任務目的地が十分な任務継続性を有すると判断されて、当該任務目的地で
の監視任務が継続される。
【００３８】
　また、ステップＳ５において、目的地セルの評価値が閾値よりも高いと判定した場合に
は（ステップＳ５；Ｙｅｓ）、制御部１４は、評価値が閾値以下であって且つ最小となる
セル内の地点に、任務目的地を変更する（ステップＳ６）。
　具体的に、制御部１４は、図５（ａ）に示すように、予測時間全域での複数の評価マッ
プＭに基づいて、現在の任務目的地Ｇ０を中心として任務実行に必要な所定範囲内のセル
について、予測時間全域において評価値が閾値以下であって且つ最小となる最適セルを探
索する。そして、制御部１４は、この最も任務継続性が高い最適セル内の地点を代替目的
地（新たな任務目的地）Ｇ１として設定する。
【００３９】
　また、予測時間全域で最適セルとなる１つのセルが見出せない場合、制御部１４は、図
５（ｂ）に示すように、探索する時間範囲を区切って、可能な限り長時間に亘って評価値
が閾値以下であって且つ最小となる、時刻で異なる複数の最適セルを探索し、当該最適セ
ル内の地点を代替目的地Ｇ１として設定する。
【００４０】
　また、図６（ａ）に示すように、閾値よりも高い評価値のセルが広いエリアに亘ってい
る時間帯（評価マップＭ）があるために、探索する時間範囲を区切っても最適セルとなる
セルを見出せない場合がある。
　このような場合、制御部１４は、図６（ｂ）に示すように、当該時刻における閾値を回
避優先度に基づいて段階的に修正することにより、当該時刻の評価マップＭを修正した修
正評価マップＭａを作成する。そして、この修正評価マップＭａを用いて最適セルとなる
セルを探索し、任務継続の可能性を追求する。この場合、オペレータ（人間）の判断に基
づいて回避優先度や閾値を調整してもよい。
【００４１】
　次に、制御部１４は、図２に示すように、予測時間全域での複数の評価マップＭに基づ
いて、現在地（現在の任務目的地）からステップＳ６で設定された代替目的地Ｇ１までの
飛行経路を探索する（ステップＳ７）。
　具体的に、制御部１４は、経路上の全域において、通過するセルの評価値が閾値以下で
あって、好ましくは最小となる飛行経路を探索する。但し、好適な飛行経路を探索できな
い場合には、制御部１４は、ステップＳ７に戻って代替目的地Ｇ１を再設定する。
　そして、制御部１４は、代替目的地Ｇ１までの飛行経路を探索・設定した後に、この飛
行経路に沿って飛行するように飛行機構１５を制御し（ステップＳ８）、上述のステップ
Ｓ１へ処理を移行する。
【００４２】
　こうして、上述のステップＳ１～Ｓ８が随時実行されることにより、最新の外囲情報に
基づいて任務目的地（代替目的地）及びそこまでの飛行経路が随時更新され、任務継続性
の高い任務目的地での任務遂行が可能となる。
　そして、オペレータによる終了指示が入力されたり、所定の任務時間が経過したりした
場合に、制御部１４は、飛行制御処理を終了する。
【００４３】
［効果］
　以上のように、本実施形態によれば、無人航空機１の外囲状況に関する外囲情報が取得
され、この外囲情報に基づいて、地図データ１３１上の各セルにおける任務阻害度合いに
関する評価値が算出される。そして、無人航空機１の現在の任務目的地Ｇ０を含むセルの
評価値が所定の閾値よりも高い場合に、この任務目的地Ｇ０が、評価値が閾値以下であっ
て且つ最小となるセル内の代替目的地Ｇ１に変更される。
　これにより、様々な任務阻害要因に関する情報が外囲情報として取得されて、この外囲
情報に基づく評価値によって任務目的地Ｇ０の任務阻害度合いが評価される。そして、こ
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の任務目的地Ｇ０の任務阻害度合いが高い場合に、より安全な（阻害されにくい）代替目
的地Ｇ１が設定される。
　したがって、任務目的地で所定の任務を行う移動体において、様々な任務阻害要因を好
適に回避させることができる。
【００４４】
　また、複数種類の外囲情報がそれぞれの回避優先度に基づいて統合されて各セルに一つ
の評価値が算出されるので、様々な任務阻害要因について回避優先度を設定しておくこと
で、各任務阻害要因の回避優先度を任務目的地の変更に好適に反映させることができる。
【００４５】
　また、現在から所定の将来時刻までの各時刻における評価値が算出されて、当該各時刻
において評価値が閾値以下であって且つ最小となるセル内の地点に任務目的地が変更され
るので、任務継続性を最大化することができる。
【００４６】
　また、現在地から代替目的地Ｇ１までの飛行経路が、当該飛行経路上で通過するセルの
評価値が閾値以下となるように探索されるので、代替目的地までの飛行経路上においても
、様々な任務阻害要因を好適に回避させることができる。
【００４７】
［変形例］
　なお、本発明を適用可能な実施形態は、上述した実施形態に限定されることなく、本発
明の趣旨を逸脱しない範囲で適宜変更可能である。
【００４８】
　例えば、上記実施形態では、本発明に係る移動体の動作制御装置を無人航空機１の飛行
制御装置１０に適用した例について説明したが、本発明は、任務目的地において所定の任
務を行うものであれば、有人の航空機や船舶など、無人航空機以外の様々な移動体の動作
制御装置に適用可能である。
　また、上記実施形態では、無人航空機１が任務目的地で滞空しつつ所定の監視対象を長
時間に亘って監視する任務を行うものとした。しかしながら、本発明に係る移動体の動作
制御装置は、滞空すなわち長時間飛行だけではなく短時間飛行に適用してもよいし、監視
だけではなく攻撃、通信中継等、様々な任務に適用してもよい。
【００４９】
　また、飛行制御装置１０が無人航空機１に搭載されている例について説明したが、本発
明に係る移動体の動作制御装置は、地上設備に設けられていてもよいし、機上のものと地
上設備のものとで連携して制御を行うように構成されていてもよい。
【符号の説明】
【００５０】
１　　　　　無人航空機
１０　　　　飛行制御装置
　１１　　　機体センサー
　１２　　　通信部
　１３　　　記憶部
　　１３０　飛行制御プログラム
　　１３１　地図データ
　　１３２　評価関数
　１４　　　制御部
Ｇ０　　　　任務目的地
Ｇ１　　　　代替目的地
Ｍ　　　　　評価マップ
【要約】
【課題】任務目的地で所定の任務を行う移動体において、様々な任務阻害要因を好適に回
避させる。
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【解決手段】飛行制御装置１０は、任務目的地において監視任務を行う無人航空機１の飛
行を制御するものであり、地図データ１３１を記憶した記憶部１３と、無人航空機１の外
囲状況に関する外囲情報を取得する機体センサー１１及び通信部１２と、制御部１４とを
備える。制御部１４は、地図データ１３１を複数のセルに分割し、取得された外囲情報に
基づいて地図データ１３１上の各セルにおける任務阻害度合いに関する評価値を算出し、
算出した評価値に基づいて、任務目的地を含むセルの評価値が所定の閾値よりも高いか否
かを判定し、高いと判定した場合には、評価値が閾値以下であって且つ最小となるセル内
の地点に任務目的地を変更する。
【選択図】図２

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４】

【図５】 【図６】
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